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○八王子市心身障害者福祉手当支給条例 

昭和４９年４月１日 

条例第２５号 

 改正 昭和４９年９月２０日条例第５８号 昭和５０年９月２２日条例第４４号 

 昭和５１年４月１日条例第３６号 昭和５２年３月３１日条例第１２号 

 昭和５３年３月３１日条例第１５号 昭和５５年３月３１日条例第１７号 

 昭和５６年３月３１日条例第１５号 昭和５７年３月３１日条例第１２号 

 昭和５８年３月３１日条例第８号 昭和５９年６月２０日条例第１９号 

 昭和６０年３月３０日条例第６号 昭和６１年３月３１日条例第９号 

 昭和６２年３月２７日条例第１０号 昭和６３年３月３０日条例第１３号 

 平成元年３月３１日条例第１７号 平成２年３月３１日条例第２０号 

 平成３年３月３０日条例第１５号 平成４年３月３１日条例第１２号 

 平成５年３月３１日条例第１０号 平成６年３月３１日条例第１７号 

 平成７年３月３０日条例第１４号 平成８年３月２９日条例第１３号 

 平成１１年３月１日条例第２号 平成１２年６月２７日条例第４６号 

 平成１４年３月２７日条例第２４号 平成２９年１２月６日条例第２６号 

（目的） 

第１条 この条例は、身体上又は精神上の障害のため日常生活に著しい支障のある者に対し、

心身障害者福祉手当（以下「手当」という。）を支給することにより、これらの者の福祉

の増進に寄与することを目的とする。 

（支給要件） 

第２条 手当は、市内に住所を有する年齢２０歳以上の者で、次の各号のいずれかに該当す

るもの（以下「障害者」という。）に支給する。ただし、障害者となつた年齢が６５歳以

上の者及び障害者となつた年齢が６５歳未満の者で６５歳に達する日の前日までに認定

の申請を行わなかつたもの（市規則で定める事由により申請を行わなかつた者を除く。）

には、支給しない。 

(１) 知的障害者であつて、知的発達の遅滞の程度が中度以上であるもの 

(２) 身体障害者であつて、身体の障害の程度が身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年

厚生省令第１５号）の別表第５号に定める身体障害者障害程度等級表のうち、２級以上

であるもの 

(３) 脳性麻痺
ひ

又は進行性筋萎
い

縮症の状態にある者 
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２ 前項の規定にかかわらず、障害者が次の各号のいずれかに該当するときは、手当は支給

しない。 

(１) 前年の所得（１月から７月までの月分の手当については、前前年の所得とする。）

が、所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する同一生計配偶者及び扶養親族の有

無及び数に応じて、市規則で定める額を超えるとき。 

(２) その者の八王子市児童育成手当支給条例（昭和４６年八王子市条例第３９号）に定

める保護者が、その者に係る同条例に基づく障害手当を受給しているとき。 

(３) 市規則で定める施設に入所しているとき。 

３ 前項第１号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、市規則で定める。 

（手当の額） 

第３条 手当は、月を単位として支給するものとし、その月額は、１万５，５００円とする。 

（受給の申出） 

第４条 障害者が手当の支給を受けようとするときは、市長に申し出て、受給資格の認定を

受けなければならない。 

（受給資格の認定） 

第５条 市長は、前条の規定による申出があつたときは、受給資格を認定し、その旨を申出

者に通知するものとする。 

（支給の期間） 

第６条 手当の支給期間は、受給資格の認定の申出を受けた日の属する月から受給資格を失

つた日の属する月までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合には、当該各号に定める月から手当を

支給する。 

(１) 東京都の区域内の特別区又は他の市町村においてこの条例による手当と同種の手

当が支給されていた場合において、当該同種の手当が支給された最後の月の翌月から起

算して３月以内に受給資格の認定の申出があつたとき 当該同種の手当が支給された

最後の月の翌月 

(２) 災害その他やむを得ない事由により受給資格の認定の申出をすることができなか

つた場合において、当該事由がやんだ後１５日以内にその申出があつたとき 当該事由

により受給資格の認定の申出をすることができなくなつた日の属する月（東京都の区域

内の特別区又は他の市町村において、この条例による手当と同種の手当を受けた場合は、

当該手当を受けた最後の月の翌月） 
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（支払時期） 

第７条 手当は、毎年４月、８月及び１２月の３期にそれぞれの月の前月までの分を支払う。

ただし、市長が特別の事情があると認めたときは、この限りでない。 

（受給資格の消滅） 

第８条 受給資格の認定を受けた者（以下「受給者」という。）が次の各号の一に該当した

ときは、当該受給資格は消滅する。 

(１) 死亡したとき。 

(２) 第２条に規定する支給要件を備えなくなつたとき。 

(３) 手当の受給を辞退したとき。 

（認定の取消等） 

第９条 市長は、偽りその他不正の手段により受給資格の認定又は手当の支給を受けた者が

あるときは、当該認定を取り消し、又はその者にすでに支給した手当の全部若しくは一部

を返還させることができる。 

（届出） 

第１０条 受給者は、次の各号の一に該当するときは、速やかにその旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

(１) 住所を変更したとき。 

(２) 第８条第２号及び第３号に該当したとき。 

(３) 前各号のほか、市規則で定める事項に該当したとき。 

（受診の指示） 

第１１条 市長は、必要があると認めるときは、受給者の障害の程度につき、判定を受ける

よう受給者に指示することができる。 

（状況調査） 

第１２条 市長は、必要があると認めたときは、受給者又は同居の親族に対し、生活状況等

について報告を求め、又はこれらの調査を行うことができる。 

（申請等の代行） 

第１３条 第４条に規定する申出及び第１０条に規定する届出は、当該行為を行おうとする

者に代つて、その者の父若しくは母又は父母がないか若しくは父母が介護しない場合にお

いてはその者を介護している者が代つて行うことができるものとする。手当の受領に関す

る行為についても、また同様とする。 

（委任） 
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第１４条 この条例の施行について必要な事項は、市規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和４９年４月１日から施行する。 

（八王子市重度心身障害者見舞金支給条例の廃止） 

２ 八王子市重度心身障害者見舞金支給条例（昭和４８年八王子市条例第１５号）は、廃止

する。 

（経過措置） 

３ 昭和４９年４月１日から同年６月３０日までの間に手当の支給要件に該当するに至つ

た者が、同年７月３１日までに第４条の認定の申出をしたときは、第６条の規定の適用に

ついては、手当の支給要件に該当するに至つた日において認定の申出があつたものとみな

す。 

附 則（昭和４９年９月２０日条例第５８号） 

１ この条例は、昭和４９年１０月１日から施行する。 

２ 昭和４９年９月以前の月分として支給すべきこの条例による改正前の八王子市重度心

身障害者福祉手当支給条例（以下「旧条例」という。）の規定による手当の支給について

は、なお従前の例による。 

３ 旧条例第５条の規定に基づき受給資格の認定を受けた者であつて、この条例による改正

後の八王子市心身障害者福祉手当支給条例（以下「新条例」という。）による手当の支給

を受けることができる者は、新条例による受給資格の認定を受けたものとみなす。 

４ この条例の施行の日から昭和５０年２月２８日までに受給資格の認定の申出をした者

については、昭和４９年１０月１日に新条例第２条の規定に該当していた者にあつては同

日に、同日後に同条の規定に該当するに至つた者にあつてはその該当するに至つた日に申

出があつたものとみなす。 

附 則（昭和５０年９月２２日条例第４４号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和５０年１０月分の手当から適用する。 

附 則（昭和５１年４月１日条例第３６号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和５１年１０月分の手当から適用する。 

附 則（昭和５２年３月３１日条例第１２号） 

１ この条例は、昭和５２年１０月１日から施行する。 

２ 昭和５２年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 



5/8 

附 則（昭和５３年３月３１日条例第１５号） 

１ この条例は、昭和５３年１０月１日から施行する。 

２ 昭和５３年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（昭和５５年３月３１日条例第１７号） 

１ この条例は、昭和５５年１０月１日から施行する。 

２ 昭和５５年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（昭和５６年３月３１日条例第１５号） 

１ この条例は、昭和５６年１０月１日から施行する。 

２ 昭和５６年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（昭和５７年３月３１日条例第１２号） 

１ この条例は、昭和５７年１０月１日から施行する。 

２ 昭和５７年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（昭和５８年３月３１日条例第８号） 

１ この条例は、昭和５８年１０月１日から施行する。 

２ 昭和５８年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（昭和５９年６月２０日条例第１９号） 

１ この条例は、昭和５９年１０月１日から施行する。 

２ 昭和５９年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（昭和６０年３月３０日条例第６号） 

１ この条例は、昭和６０年１０月１日から施行する。 

２ 昭和６０年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（昭和６１年３月３１日条例第９号） 

１ この条例は、昭和６１年１０月１日から施行する。 

２ 昭和６１年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（昭和６２年３月２７日条例第１０号） 

１ この条例は、昭和６２年１０月１日から施行する。 

２ 昭和６２年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（昭和６３年３月３０日条例第１３号） 

１ この条例は、昭和６３年１０月１日から施行する。 

２ 昭和６３年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（平成元年３月３１日条例第１７号） 
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１ この条例は、平成元年１０月１日から施行する。 

２ 平成元年９月以前の月分の心身障害者福祉手当の額については、なお従前の例による。 

附 則（平成２年３月３１日条例第２０号） 

１ この条例は、平成２年１０月１日から施行する。 

２ 平成２年９月以前の月分の心身障害者福祉手当については、なお従前の例による。 

附 則（平成３年３月３０日条例第１５号） 

１ この条例は、平成３年４月１日から施行する。 

２ 平成３年３月以前の月分の心身障害者福祉手当については、なお従前の例による。 

附 則（平成４年３月３１日条例第１２号） 

１ この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

２ 平成４年３月以前の月分の心身障害者福祉手当については、なお従前の例による。 

附 則（平成５年３月３１日条例第１０号） 

１ この条例は、平成５年４月１日から施行する。 

２ 平成５年３月以前の月分の老人福祉手当の額及び心身障害者福祉手当の額については、

なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に第１条の規定による改正前の八王子市老人福祉手当支給条例

第５条の規定に基づき老人福祉手当の受給資格の認定を受けた者であって、第２条の規定

による改正後の八王子市心身障害者福祉手当支給条例（以下「新心身障害者福祉手当支給

条例」という。）による心身障害者福祉手当の支給を受けることができるものは、新心身

障害者福祉手当支給条例第５条の規定による受給資格の認定を受けたものとみなす。 

附 則（平成６年３月３１日条例第１７号） 

１ この条例は、平成６年４月１日から施行する。 

２ 平成６年３月以前の月分の心身障害者福祉手当については、なお従前の例による。 

附 則（平成７年３月３０日条例第１４号） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

２ 平成７年３月以前の月分の心身障害者福祉手当については、なお従前の例による。 

附 則（平成８年３月２９日条例第１３号） 

１ この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

２ 平成８年３月以前の月分の心身障害者福祉手当については、なお従前の例による。 

附 則（平成１１年３月１日条例第２号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 
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附 則（平成１２年６月２７日条例第４６号） 

改正 平成１４年３月２７日条例第２４号 

１ この条例は、平成１２年８月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この条例による改正前の八王子市心身障害者福祉手当支給条例（以下「改正前の条例」

という。）により施行日の前日の属する月の分（以下「前月分」という。）の心身障害者

福祉手当（以下「手当」という。）又は東京都の区域内の特別区若しくは他の市町村（以

下「他区市町村」という。）において、改正前の条例による手当と同種の手当で前月分の

ものの支給を受けた者については、この条例による改正後の八王子市心身障害者福祉手当

支給条例（以下「改正後の条例」という。）第２条第１項ただし書の規定にかかわらず、

手当を支給する。 

３ 他区市町村に住所を有していた者のうち引き続き八王子市の区域内に住所を有するこ

ととなったもので、他区市町村において改正前の条例による手当と同種の手当の支給を受

けていたものについては、改正後の条例第２条第１項ただし書の規定にかかわらず、手当

を支給する。 

附 則（平成１４年３月２７日条例第２４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１４年８月１日から施行する。ただし、第１条の規定中同条第２項第

４号を削り、同項第５号を同項第４号とする部分は平成１４年６月１日から、第２条の規

定及び附則第４項から第６項までの規定は平成１５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成１４年７月以前の月分の心身障害者福祉手当については、なお従前の例による。 

３ 八王子市老人福祉手当支給条例（昭和４６年八王子市条例第１９号）第２条の規定に基

づき平成１２年７月分の老人福祉手当の支給を受けた者のうち、６５歳に達する日の前日

までに身体の障害の程度が身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）の

別表第５号に定める身体障害者障害程度等級表（以下「障害程度等級表」という。）の４

級若しくは３級となった身体障害者又は知的発達の遅滞の程度が軽度となった知的障害

者（脳性麻痺
ひ

又は進行性筋萎
い

縮症の状態にある者を除く。）については、平成１８年３月

３１日までの間は、なお、この条例による改正前の八王子市心身障害者福祉手当支給条例

の規定に基づき、心身障害者福祉手当（以下「手当」という。）を支給する。 

（八王子市心身障害者福祉手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正） 

４ 八王子市心身障害者福祉手当支給条例の一部を改正する条例（平成１２年八王子市条例
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第４６号。以下「平成１２年改正条例」という。）の一部を次のように改正する。 

附則第４項を削る。 

（平成１２年改正条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ 前項の規定による改正前の平成１２年改正条例附則第４項の規定により平成１５年３

月分の手当の支給を受けた身体障害の程度が障害程度等級表の４級若しくは３級である

身体障害者又は知的発達の遅滞の程度が軽度である知的障害者（脳性麻痺
ひ

又は進行性筋萎
い

縮症の状態にある者を除く。）で、引き続き受給資格を有するものについては、次の表の

左欄に掲げる期間においては、それぞれ同表の右欄に掲げる手当月額を支給する。 

平成15年4月1日から平成16年3月31日までの間 15,500円 

平成16年4月1日から平成17年3月31日までの間 10,000円 

平成17年4月1日から平成18年3月31日までの間 5,000円 

６ 附則第４項の規定による改正前の平成１２年改正条例附則第４項の規定による平成１

５年３月以前の月分の手当については、なお従前の例による。 

附 則（平成２９年１２月６日条例第２６号抄） 

１ この条例は、平成３０年１月１日から施行する。 

４ 第３条の規定による改正後の八王子市心身障害者福祉手当支給条例第２条第２項第１

号の規定は、平成３１年８月以後の月分の同条例の規定による心身障害者福祉手当の支給

要件について適用し、同年７月以前の月分の当該心身障害者福祉手当の支給要件について

は、なお従前の例による。 

 


